様式例8－１
[image: image1.bmp]大地震、警戒宣言発令時のときどう行動するのか
高圧ガス事業所（　　　　　　　）


防　災　計　画　表
事　業　所　名　　　　　
取　扱　い　ガ　ス　名
貯　　蔵　　量　　　　kg
総括防災責任者

（緊急連絡先）
地 震 に 備 え て の 事 前 計 画


　　　　　地　震　時　等　の　行　動　計　画　図




　   地震時の活動計画
■　予　防　対　策















■　地　震　時　の　活　動　対　策


■　警　戒　宣　言　発　令　時　の　対　策
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�
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�
環境局・所管課�
�
�
地域防災組織等�
�
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項　目�
内　　　　容�
責任者�
�
防


災


体


制


づ


く


り�
○震災対策組織を編成し、役割分担を


決める。


○警戒宣言発令時の対策を作成する。


○高圧ガス漏えい時等の応急処置方法


の手順書を作成する。


○夜間・休日等の情報収集、伝達・参


集体制を確立する。


○地域防災組織との応援体制を強化す


る。�
�
�
防　及


災　び


教　訓


育　練�
○6ヶ月に1回以上、従業員に防災教育をする。


○組織的な総合訓練、漏えい時等の初


期措置、防災資器材の使用方法等の


防災訓練を行う。�
�
�
施箇と


設所安


のの全


危点対


険検策�
○高圧ガス設備・容器置場及び関連建


物の安全点検・補強等の耐震対策を


行う。


○高圧ガス設備等周辺の危険個所を把


握する。�
�
�
出　漏


火　え


及　い


び　防


　　止�
○火を使用する周囲の可燃物等を整理


する。


○火気器具類の点検と対震自動消火装


置の設置等の安全化を推進する。


○高圧ガスの漏えい防止対策を推進す


る。�
�
�
防　の


災　整


資　備


器　止


材　止�
○散水装置・消火器・保安電力用器材


及び除害設備等を整備する。


○空気呼吸器等の防災用具及び防災薬


剤を整備する。


○救急作業資材及び救急手当用品を整


備する。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�























































































★	記　入　要　領　　	火	火気場所


	裏面の記載例による。　	消	消火器・消火バケツ


	図の中に記入する略号の例　	ｶﾞｽ	高圧ガス施設


		危	石油類施設











項　目�
内　　　　容�
責任者�
�



初


動


措


置�
○従業員に対して慌てないよう指示


する。


○事業所内外の出火状況を把握する。


○火災が発生した場合、初期消火を行


う。


○被災者の有無を確認する。


○周辺地域の消火活動に協力する。�
�
�
施


設


等


の


点


検�
○高圧ガス設備、建物等の被害状況を


点検する。


○容器の転倒と損傷状況を点検する。


○高圧ガス設備、容器のガス漏れの有


無を点検する。�
�
�
応


急


措


置�
○地震規模が大きい時は元弁、緊急遮


断弁等を閉止する。


○被害状況に応じ、高圧ガス設備等の


運転・作業及び火気器具類の使用を


停止する。


○ガスが漏えいした時は、漏えい防止


措置を講ずる。


○消火設備、除害設備等の準備・稼働


を行う。


○被害状況に応じて周辺住民、従業員


等を避難させる。


○被害の状況に応じ、消防等の関係機


関に通報、地域防災組織等に応援を


要請する。�
�
�
情


報


の


連


絡�
○ラジオ・テレビ等で近辺の被害状況


の情報収集をする。


○従業員に正しい情報を連絡する。


○被害状況に応じて周辺住民、従業員


等を避難させる。�
�
�






項　目�
内　　　　容�
責任者�
�
情　収


報　集


の　伝


達�
○関係情報を収集する。


○警戒宣言の正しい情報を従業員等に


伝える。�
�
�
事





前





措





置�
○高圧ガス関係設備の運転・作業の停


止又は制限をする。


○火気作業、火気施設を停止する。


○容器の鎖がけ等の転倒・転落防止措


置を行う。


○防災・救急資器材を直ちに使用でき


る状態にする。


○可燃物を片付ける。


○地震時の初動措置、応急措置に必要


な人員の確保と指示をする。


○事前措置完了後、待機者を事業所の


安全な場所に誘導する。


○安否確認のための連絡手段を確保する、一斉帰宅を抑制する。�
�
�






■ 復旧活動時の災害・火災防止対策








内　　　　容�
責任者�
�
○復旧のための体制作り・事前準備をする。生活に不可欠なガスを扱う場合、事業継続計画作成に努める。


○倒壊、又は被害を受けた構造物・設備等の使用禁


止等の措置をする。


○高圧ガス設備等の運転又は使用開始に当たっての安全点検を行う。


○ガス漏れが原因の火災や通電による電気火災の発生を防止する。


○工事等を行う業者に対する安全指導を行う。�
�
�






■ 避　難　方　法　の　確　認








避　　難　　場　　所�
避　難　場　所


一時集合場所�
�
避　　難　　経　　路�
（ 1 次 ）


（ 2 次 ）�
�
避難誘導の方法�
�
�






・ 東京都震災対策条例10条に基づく消防庁告示（東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画に関する告示、平成13年第2号）準拠


・本表は、第二種製造所等に用いるものとする。
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